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レギュラトリーサイエンス
─リスクとベネフィットを評価する科学─

與語 靖洋（独）農業環境技術研究所 研究コーディネータ

　昨今、『リスク』という言葉が日常的に使われて

います。（独）農業環境技術研究所（以下、農環研）

でも、第2期中期計画においてリスクをキーワー

ドとしてきました。化学物質とヒトとの関係で考

えると、リスクは「化学物質にさらされた結果とし

て生じるヒトの健康に対する悪影響の大きさ」とな

ります。ここでは、化学物質が毒性など悪い性質

をもつことを前提としており、これを危害要因（ハ

ザード）と呼びます。農林水産業におけるハザード

は、農薬や肥料のような化学物質のほかに、病原

微生物、外来生物、遺伝子組換え生物などが考え

られ、農環研ではそのほとんどを研究対象として

います。

　この多様なハザードについて、個々のリスクの

大きさを判断するのは極めて困難です。なぜなら、

農林水産業は、様々なものが複雑に絡み合って日々

変化する環境で、生長・増殖する生物を生産する

産業だからです。わが国の農林水産業は、自給率

向上や6次産業化が求められる中、TPP（環太平

洋戦略的経済連携協定）が新たな課題として登場

し、安定生産品質向上だけでなく、安価な供給が

これまで以上に求められています。そのため、レ

ギュラトリーサイエンスによる科学的裏づけが必

要となっています。

　レギュラトリーサイエンスは医薬品の安全性評

価に始まり、わが国では1987年に内山充氏（旧国

立衛生試験所）が初めて定義しました。その定義を

私なりに農林水産業にアレンジすれば、「農林畜水

産物や生産に関わる物質について、生産現場から

食卓までのすべての場面における有効性（ベネ

フィット）や有害性（リスク）を知ることで、食の

安全や環境保全に資することを目的にした科学」で

す。

　農林水産省におけるレギュラトリーサイエンス

への取り組みは2005年に始まり、現在、消費・安

全局と農林水産技術会議事務局および傘下の独立

行政法人が密接に連携して推進しています。具体

的には、重金属、残留性有機汚染物質（POPs）、

かび毒、病原微生物、牛海綿状脳症（BSE）等の

リスクの評価を行い、リスク低減技術の開発を進

めています。ここでの現在の目標は食の安全です。

　農林水産業における取り組みは、ようやく船を

こぎ出し始めたところです。農業は環境に悪影響

を及ぼす危険性もあり、農林水産業におけるレギュ

ラトリーサイエンスでは環境保全も目標となりま

す。また、農業資材にはリスクだけでなくベネ

フィットもあります。農薬を例にとれば、環境へ

の負荷や作物残留などのリスクがよく取り上げら

れますが、農薬はそもそも病害虫や雑草の防除、

すなわち作物の健康や食の安全（ベネフィット）の

ために使われています。化学肥料や遺伝子組換え

作物でも同様のことが言えるでしょう。

　食の安全や環境保全を確実なものにするために

は、今後、様々なハザードについて、リスクの側

面だけでなく、ベネフィットの側面も視野に入れ

て研究を進めていく必要があります。そのために

も、食の安全や環境保全という大局的な目標を行

政と研究を含むあらゆる利害関係者（ステークホ

ルダー）の間で共有しつつ、異なる立場や視点を尊

重して研究を推進することが重要であると考えて

います。
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はじめに
　地球上の陸地の平均気温は、過去100年間に平
均で0.74℃上昇しました。日本においても、気象
庁が選定した17地点の観測所の平均で、過去100
年間に約1.15℃の気温上昇を観測しました。その
傾向は、1980年以降も加速し、2000年以降には
2007年に日最高気温が、2010年に6～ 8月の平
均気温が観測史上最高となるなど、記録的な猛暑
が観測されています。こうした猛暑の影響はイネ
にも現れ始めました。たとえば、2007年には、作
柄は悪くなかったものの、関東・東海地方で開花
期頃の異常高温による不稔率の増加が確認されま
した。また、2010年は、6月から8月にかけて長
期にわたり35℃を超えるような連続的な猛暑とな
り、東日本以西では外観品質や検査等級が大幅に
低下しました。さらに、関東地域の一部では、規
格外米が多発し、作況指数が80代に低下するよう
な大きな被害も認められました。
　このような近年の気温の上昇には、人為起源の温
室効果ガスの増加が少なからず関与していると指
摘されています。大気中のCO2濃度は、過去200
年に100ppm以上上昇し、現在では約390ppmに
到達しました。今後、CO2排出削減に向けた取り
組みがなされたとしても、大気CO2濃度は上昇を
続け、今世紀半ばには470 ～ 570ppm、今世紀の
終わりには540 ～ 970ppmに到達すると予測され
ています。大気CO2濃度の上昇は、温暖化や水資
源循環といった地球規模での環境変動の原因にな
るだけでなく、それ自体が光合成や蒸散といった
作物生理に影響して、生育、収量、水利用などに
影響を与えます。したがって、将来の作物生産を
予測したり、適応技術を開発したりするためには、
高CO2濃度と高温の複合的な影響を明らかにする
必要があります。
　これまで、高CO2濃度が作物に与える影響を
調べるには、主に温室や人工気象室などが利用さ
れてきました。しかし、地球規模で変化する気候
によって食料生産や炭素循環が受ける影響を明ら

かにするためには、作物群落や自然植生の反応を
屋外の条件で調べる必要があります。このような
背景から、屋外の囲いのない条件で大気CO2濃
度を高める開放系大気CO2増加（Free air CO2 
enrichment、FACE）実験が、1989年にアメリ
カ合衆国のアリゾナ州で、畑作を対象として始ま
りました。水田を対象としたFACE実験は、1998
年に農業環境技術研究所（現（独）農業環境技術研
究所）と東北農業試験場（現（独）農業・食品産業
技術総合研究機構・東北農業研究センター）が共
同で岩手県雫石町で開始し、寒冷地のイネに及ぼ
す高CO2濃度の影響解明に貢献してきました。そ
の雫石FACEは、2008年の実験を最後に閉鎖し、
2009年12月には、より温暖な地域での水田の気
候変動研究の研究拠点として、茨城県に「つくばみ
らいFACE実験施設」を設置しました。ここでの実
験初年目であった2010年は、先に述べたように記
録的な猛暑となり、高温条件下での高CO2濃度の
影響を調査する機会となりました。

つくばみらいFACEの概要
　つくばみらいFACEでは、これまで雫石では温
度が低すぎて使用できなかったインド型品種を含
めて、幅広いタイプの品種の比較が可能です。図
1に示すとおり、つくばみらいFACE実験は農家水
田4筆において、それぞれの水田に高CO2区と対
照区を設けて、高CO2濃度の影響を水田ごとに比

異常高温下におけるイネの開放系大気CO2増加実験

大気環境研究領域　　　長谷川利拡

研究トピックス研究トピックス

図1　茨城県つくばみらい市におけるFACE 実験施設（鳥瞰写真）
実験は1-4と書かれた水田で実施しました。各水田に高CO2区と
対象区を設け、CO2濃度の影響を調査します。
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較できるように設計しています。高CO2区は、正
八角形状の区画（リングと呼ぶ）を対象に、周囲八
辺に設置した放出チューブ（小さな穴がある）から
CO2を風向きに応じて放出し、区画内のCO2濃度
を外気（対照区）区よりも200ppm高く制御しま
す（図2）。
　各リングには、約20種類の品種、異なる窒素水
準区、畝間に設置したヒーターにより水温と地温
を外部より2℃高める加温区などを配置し、CO2濃
度に対するイネの応答がどのような条件で変化す
るかを調べます（図3）。このように、温度、窒素、
品種など多くの処理条件を組み合わせたFACE実
験がつくばみらいFACEの大きな特徴ですが、そ
のためには広い処理区面積が必要です。そこで、
つくばみらいFACEでは、リングの面積を雫石の2
倍に相当する240m2（八角形の差し渡し17m）に
拡大しました。そのCO2濃度の制御精度を確認し
たところ、2010年の高CO2区における生育期間
平均のCO2濃度は584ppm（対照区386ppm）で、
目標値の平均586ppmと極めて近い値が得られ、
拡大した処理区においても、雫石FACEやその他
の世界のFACE実験と同等かそれ以上の精度が得
られることがわかりました。

2010年FACE実験の特徴
　2010年のつくばみらいFACEにおけるイネ生育
期間の平均気温は25.2℃で、近隣のアメダス観測

地点の平年値を2℃近くも上回りました。また、雫
石FACEでは、実験を行った7作の平均気温が20
℃であったことからすると、非常に高い温度帯で
の実験となりました。このような高温条件で実施
した2010年のつくばみらいFACEにおいても、高
CO2処理は光合成を促進し、コシヒカリの収量を
対照区に比べて16％増加させました。この増収程
度は、雫石FACE実験（品種、あきたこまち）とほ
ぼ同様です。一方、品質にとって重要な指標であ
る整粒率は、高CO2区で17ポイント低下しました。
その主因は白未熟粒、特に基部に白い濁りが見ら
れる基部未熟粒の多発でした（図4）。これは、冷涼
な雫石では認められなかった現象です。
　高CO2区による整粒率の低下の要因は現在解析
中ですが、今のところ次の二要因が関連している
ものと推察しています。すなわち、高CO2区では
光合成が盛んになり炭素化合物の蓄積が促進され
る一方、窒素の吸収促進は大きくなく、植物体の
窒素含有率は対照区に比べて低くなります。白未
熟粒（特に、基部未熟）は、窒素含有率の低下に
伴って増加することが知られていることから、高
CO2による玄米窒素の減少が、白未熟粒増加の一
因と考えられます。さらに、高CO2濃度条件は、
葉の気孔を閉じ気味にして、蒸散による群落冷却
効果を低下させました。その結果、登熟期間中の
高CO2区の群落内の最高気温は、対照区に比べて
約0.5℃高く推移しました。高気温に加えて、高

試験区中央に設置した
風向・風速センサー

外気CO2濃度
（対照区）

こちらが風上
の場合のCO2
の放出と拡散

図2　つくばみらいFACEにおけるCO2制御
水田の一部に差し渡し17ｍの正八角形状にチューブを設置し、風向きに応じてCO2を放出
します。正八角形区画内のCO2は外気よりも約200ppm濃い濃度に制御します。
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CO2による群落温度の上昇が白未熟粒の発生を助
長したものと考えられます。

これからの課題
　この実験で得られた結果は、気候変動がコメの
品質に及ぼす影響を予測するための重要な知見で
あり、雫石FACE実験のデータなどと合わせて解
析することで、白未熟粒の発生条件の解明に役立
てたいと考えています。また、2011年の実験結果
は現在調査解析中ですが、2010年ほどの高温年で
はなかったものの、整粒率が高CO2によって低下
することを確認しています。今後、異なる品種や
栽培条件での影響を明らかにすることにより、高
CO2濃度、高温環境下においても被害を軽減させ
る栽培管理技術や高温耐性品種の開発に貢献した
いと考えています。
　つくばみらいFACEでは、水や窒素の利用効率、
水田における炭素や窒素の動態などへの影響も調
査しています。特に、水田から発生する温室効果
ガスであるメタンに対し、高CO2濃度と水地温の
上昇が及ぼす影響は重要な研究課題で、そのメカ
ニズムの解明と制御手法の開発を進めています。
最近の研究によると、水田から発生するメタンに
含まれる炭素は、土壌有機物だけでなく生育中の
作物の光合成に由来する割合が大きいことも明ら
かになってきました。すなわち、高CO2濃度は、
作物から土壌への炭素の流れを通して、メタンの

発生にも大きな影響を及ぼします。そのため、将
来の環境条件下で、炭素の流れを上手に制御する
ことが、水田の生産機能と温暖化緩和機能を強化
するための重要な技術になるものと考えています。
　耕地の炭素動態は窒素条件にも大きく依存しま
す。このため、つくばみらいFACEでは、耕地に
おける炭素と窒素の動態、それらをつかさどる土
壌中の微生物などについても、気候変動の影響を
調べ始めました。このように、FACE試験区は限
られた空間ですが、そこでは作物学、農業気象学、
大気環境科学、土壌学、微生物学などを専門とす
る多くの研究者が協力しながら、気候変化が水田・
稲作に及ぼす影響の解明と、気候変化への適応・
緩和技術の開発に取り組んでいます。

水・地温上昇区

標準窒素・品種比較

多窒素・品種比較

対照区 高CO2区

粒
数
割
合（
％
）

50

40

30

20

10

0
整粒 胴割粒 乳白粒 基部

未熟粒
腹白
未熟粒

図4　高CO2濃度がコシヒカリの玄米品質に与えた影響
高CO2濃度条件では、整粒率が低下し、乳白粒や未熟粒が増加
しました。整粒率低下の主要因は白未熟（乳白、基部未熟、腹
白未熟）によるもので、特に玄米の基部（胚側）に発生した白濁
が原因でした。

図3b　出穂期頃のCO2処理区内の状況図3a　CO2濃度処理区内に配置した様々な処理区
約20種類の品種、3段階の窒素水準、2段階の水・地温水準を配置し、
CO2濃度との相互作用を調べます。

畝間に設置したヒーターで
水・地温を高める試験区
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高温障害解明のカギとなる穂温

　近年、世界のコメ生産地で気候変動に伴うイネ

の高温障害が問題になっています。その発生実態

を正確に把握し、対策技術の開発を進めるには、

現地水田の気象条件と高温障害の関係を正確に把

握する必要があります。高温不稔や登熟障害のよ

うに穂に関連した現象の実態把握には、感部であ

る穂の温度（穂温）を調査することが最適です。し

かし、穂温を正確に測定することは気象観測の専

門家以外にとって難しく、また、熱画像測定装置

など高価な機器が必要となってしまいます。一方、

最寄りの気象観測点で得られる気温は、穂温とは

異なる場合が多く、詳細な解析を行うには、穂温

により近い指標が求められます。そこで、穂温の

決定に大きく関わる穂周辺の気温と湿度に着目し、

これらを精密かつ簡便に観測できる自立型の気象

観測パッケージ「MINCER」を開発しました。

イネ群落内の温度と湿度を測る「MINCER」

　「MINCER （Micrometeorological Instrument 

for Near Canopy Environment of Rice）」は、イ

ネの群落内の気温および湿度を精密かつ簡便に観

測できる装置です（図1）。茎葉によって風がさえ

ぎられるイネ群落内でも正確に観測を行えるよう、

温湿度センサーのある通風管内は太陽電池や充電

池で動くファンによって絶えず通風されます。ま

た、装置が測定領域に入る日射をさえぎらないよ

う、測定する空気は横向きの通風管で取り込まれ、

通風管を通過して温められた測定後の排気は、群

落内の環境を乱さないように群落上に排出されま

す。さらに、群落内の任意の高度で測定できるよう、

三脚によって高さが調節できます。内蔵する充電

池は、晴天の日中には上面にある太陽電池で充電

され、夜間も継続してファンを動かします。日射

が弱い時にはファンの通風速度を自動的に低下さ

せて省電力化するため、完全充電していれば、曇

天で発電が停止しても2昼3夜の間連続して運転し

ます。

　イネ群落内の微気象観測においてはこれまで、

ぬかるんだ水田への測器の設置やファンの電源の

確保が大きな問題でした。また、測器の設置には

複雑な配線作業が必要で、気象観測の専門家以外

にとっては難しいことも問題でした。MINCERは

イネ群落内での気温と湿度の観測に必要な機能を

すべて取り込んでパッケージ化し、これらの問題

国際観測ネットワークでイネの高温障害を解明する

大気環境研究領域　吉本真由美　福岡 峰彦　長谷川利拡

図1　気象観測パッケージ「MINCER」 
上面に装備した太陽電池と内臓した充電池で駆動するソーラーファン④により、群落内の
空気は吸気口①から横向きに吸引されます。続いて、断熱マットを巻いた二重塩ビ管②に
内蔵された温湿度データロガー⑦（下図）で測定した後、塩ビ管③を通って群落上の排気
口⑤から排気されます。吸気口①の高さは三脚⑥により調節できます。温湿度データロガー
⑦は単体で計測と記録（15,000点）ができ、記録データは観測終了後にUSB経由でパソ
コンに転送します。
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国際観測ネットワークでイネの高温障害を解明する

を解消しました。煩わしい配線作業は一切必要な

く、気象観測の専門家でなくても水田に置くだけ

で簡単に観測を始められます。

世界共通の手法で高温障害の実態を調査

　世界のコメ生産地での高温障害の実態を

把握するため、MINCERを用いて国際的な

水田観測ネットワーク「MINCERnet」を構

築しました。そして、国により異なってい

たイネの高温障害の調査方法を統一しまし

た。2011年時点のMINCERnet参加国は、

世界有数のコメ生産国であるインド、スリ

ランカ、ミャンマー、中国、フィリピン、

台湾、アメリカおよび日本の8カ国です（図

2）。これまでの調査から、気候の違いによ

って、イネの出穂期や登熟期における水田

内の湿度、気温の日較差、夜温などが大き

く異なることがわかってきました（図3）。こ

れらはイネの穂温や生殖に関わる重要な要

素で、MINCERnetによって初めて多国間

の定量的な比較が可能になりました。また、

現地の最寄りの気象観測点は一般に水田地

帯には設置されていないため、水田上より

気温が高く観測される場合が多いこともわ

かりました。さらに、イネの穂周辺の気温

は水田上の気温より低いことが多く、その

差は地域により異なることもわかりました

（図4）。

高温障害の克服にむけて

　MINCERは、イネの高温障害の克服に取

り組む作物栽培の研究者や普及指導員が自

ら機動的に活用できるため、気象変化に対

するイネの生態反応の理解に大きく貢献し

ます。また、MINCERnetは、世界共通の手

法によるイネの穂周辺の気温や湿度の正確

な測定を可能にしました。今後、私たちが

開発した穂温推定モデルを併用して穂温の

推定を行い、高温障害の原因を究明し、温

暖化影響を高精度で予測したいと考えています。
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エラーバーは標準誤差）

図2　MINCERnetへの参加国（2011年時点）

図3　イネ出穂期の水田での気温・湿度の日変化例
 これより高くなると高温不稔が発生しやすくなる開花時の
気温（幅は品種による違い）
 これより高くなると登熟不良が発生しやすくなる日平均気
温

※高温障害との関係が深い穂温は、湿度など他の気象条件によって気温
と大きく異なる場合があります。

図4　観測水田と最寄りの気象観測点とのギャップ
一般に、最寄りの気象観測点では水田上より気温が高く観測されます。
また穂周辺の気温は水田上よりも低く、その差は地域によって異なる
ことがわかります。
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　地球温暖化を緩和する世界的な取り組みが議論
される中で、農業分野においても、食料生産に影
響を与えずに温室効果ガスの排出を削減する技術
が求められています。この問題に対し、農環研は
昨年11月15日から19日まで、つくば国際会議場
（茨城県つくば市）などにおいて、MARCOワーク
ショップ「農業分野における温暖化緩和技術の開
発」（MARCO Workshop on Technology Deve-
lopment for Mitigating Greenhouse Gas 
Emissions from Agriculture） を開催し
ました。今回のワークショップには、農
林水産省委託研究プロジェクトに参画す
る国内の研究者や、モンスーンアジア農
業環境研究コンソーシアム（MARCO）の
枠組みのもとで招いた海外の研究者な
ど、合わせて15か国・2国際機関から
122名が参加し、畜産と農地からの排出
削減技術についての最新の研究情報の報
告や、今後の重点研究課題に関する意見
交換が行われました。最終日には、“農
業分野における温室効果ガス排出に関す

るグローバル・リサーチ・アライアンス（GRA）”＊

の水田研究グループ会議を開催し、国際連携によ
る研究推進計画が議論されました。

 （研究コーディネータ　八木 一行）

＊2009年にコペンハーゲンで開催された第15回国連気候変動
枠組み条約締約国会議（COP15）の際に、世界各国の合意によ
り設立された農業分野の温室効果ガス削減に関する国際的な研
究ネットワークで、現在33カ国が正式に加盟している。日本は、
水田研究グループのコーディネート国を務める。

　2012年2月9日、つくば国際会議場において
第26回気象環境研究会「気候変動環境下における
広域スケールの食料生産変動予測に向けて」を開催
し、大学、国公立研究機関、行政機関、食品会社
などから約90名の方々に参集いただきました。
　近年、農業の国際化により主要穀物の生産地域
が集約化する傾向があり、主要生産地域での異常
気象が食料供給を世界的に不安定化させる危険が

あります。こうした背景から研究会では、気候変
化にともなう異常気象と食料生産との関係につい
て、世界を対象として研究を進める上での現状と
問題点が議論されました。
　発表内容は大きく3つに分かれ、1）気候変化予
測などの基盤データの不確実性について、2）異常
気象などの環境変動に対する作物の応答について、
3）土地利用や市場価格を通じて生産量に影響を与
える社会経済的要因について、第一線の研究者か
らの研究紹介がありました。また、総合討論では、
行政機関から食料の安定供給に向けた本研究の成
果を期待する意見が出され、本研究テーマへの関
心の高さがうかがえました。
　農環研では今後、食料生産変動リサーチプロジェ
クトを中心として、議論された問題点や方向性を
踏まえて本テーマの研究を推し進める予定です。
 （大気環境研究領域　横沢 正幸）

NIAESトピックス
報　告

MARCOワークショップ 
農業分野における温暖化緩和技術の開発

NIAESトピックス
報　告

第26回気象環境研究会
気候の変化と世界の食料安定供給
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　（独）農業環境技術研究所（以下農環研）が主催す
る第29回土・水研究会「福島第一原子力発電所事
故による農業環境の放射能汚染─この一年の調査･
研究と今後の展望─」が去る2月22日、つくば国
際会議場大ホールにおいて開催されました。参加
者は政府機関、地方自治体、大学、民間、独法研
究機関などから合わせて378名でした。
　研究会の前半では、現在、農林水産省が取り組
んでいる主な対策について鈴木良典氏（農水省生
産局）から説明があった後、農環研の放射能長期モ
ニタリング調査の概要について木方展治上席研究
員（農環研）から、チェルノブイリ原発事故被災国
などの調査報告について大倉利明氏（農林水産技
術会議事務局）から紹介があり、既往の放射能調査
･研究との対比により今回のケースの特徴が明らか

にされました。午後は、福島の農地で実施された
調査・研究の最新情報について、農地全般は佐藤
睦人氏、樹園地は佐藤守氏（いずれも福島県農業
総合センター）から紹介がありました。続いて、農
地土壌の放射能濃度分布図の作成とその利用につ
いて神山和則上席研究員（農環研）から、表層土除
去による放射能除染技術について長坂善禎氏（中
央農業総合研究センター）から解説がありました。
原発事故後に得られた興味深い情報が次々と紹介
され、今後の放射能対策研究において意義ある研
究会となりました。
 （土壌環境研究領域長　西尾　隆）

　重金属や残留性有機汚染物質（POPs）＊に農耕地
が汚染されると、農作物に残留して、ヒトの健康
を害する危険性があります。これらの汚染対策の
ために、農林水産省では、委託プロジェクト「生産・
流通・加工工程における体系的な危害要因の特性
解明とリスク低減技術の開発（略称:生産工程）」（平
成20～ 24年度）を実施しています。平成23年11
月7日（月）、秋葉原コンベンションホールにおい
て、「生産工程」化学物質チームの研究成果発表会

が開催され、一般市民を含む107名の参加があり
ました。この発表会では、「土壌汚染をめぐる環境
法・政策上の課題　─農用地土壌汚染を中心に─」
と題した、福岡大学法学部の浅野直人教授の基調
講演に始まり、ヒ素、カドミウムおよびPOPsの
農耕地汚染対策に関する研究成果について、一般
講演やポスター発表で紹介されました。参加者へ
のアンケート結果からは、その関心の高さがうか
がえ、プロジェクトで開発した技術の実用化に向
けた取り組みの重要性を痛感しました。

 （研究コーディネータ　與語 靖洋）

＊残留性有機汚染物質（POPs）：難分解性、生物蓄積性、毒性、
長距離移動性をもつ有機物質（Persistent Organic Pollutants）
で、POPs（ポップス）と略称されます。対象物質として、
PCB、ダイオキシン類、塩素系農薬などがあります。

NIAESトピックス
報　告

第29回土・水研究会「東電福島原発事故による農業環境の放射能汚染」
最新の調査・研究成果を紹介

NIAESトピックス
報　告

重金属やPOPsから農耕地を守る
─「生産工程」化学物質チーム研究成果発表会─ 会場からの質問

松田研究総務官の挨拶
（発表会の開会）
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　2月23日（木）、つくば国際会議場で標記の研究
会を開催し、試験研究機関、大学、企業、関係団体、
一般市民など100名以上が参加しました。
　（独）農業環境技術研究所では、昨年、第1回農
業環境インベントリー研究会を開催し、「土壌イン
ベントリー＊」研究の現状などを紹介しました。こ
れに引き続き今年は、「昆虫インベントリー＊」を取
り上げました。

　研究会では、九州大学多田内修教授の基調講演
の後、Ⅰ部（昆虫情報に期待するもの）で2題、Ⅱ
部（昆虫インベントリー研究の現状）で2題、Ⅲ部
（昆虫インベントリーの活
用事例）で2題の講演があ
りました。また、第Ⅱ部の
後には、会場前で、昆虫標
本の展示やパソコンによる
昆虫データベースの紹介を
行いました。
　総合討論では、農環研の
特任研究員で国立遺伝学研

究所教授の菅原秀明氏より、国内外の生物情報ネッ
トワークの現状を紹介いただき、インベントリー
研究の考え方や進め方についての総括がありまし
た。研究会を通して、インベントリーの蓄積と同
時に、利用システムの構築が極めて重要であるこ
と、そのためには研究機関と多くの方々との双方
向コミュニケーションが必須であることが確認さ
れました。
 （農業環境インベントリーセンター長　對馬 誠也）＊インベントリー：標本・試料、これらに関する情報など。

　12月8日、千葉県山武市の成東文化会館のぎく
プラザにおいて、「農業環境技術公開セミナー in 
千葉　̶環境への負荷の小さい農業をめざして̶」
を、千葉県と共催で開催しました。このセミナーは、
（独）農業環境技術研究所の研究成果を広く一般に
紹介するとともに、その普及にあたる都道府県・
市町村の方々と相互理解や連携関係を深める目的
で開催しています。今回は、平成20年度の福島県、

21年度の滋賀県、22年度の熊本県に続く4回目の
開催となります。
　農業環境技術研究所からは低濃度エタノールに
よる土壌還元消毒と微生物による農業用生分解性
プラスチック資材の分解処理に関する研究成果が、
千葉県農林総合研究センターからはキュウリ栽培
における低濃度エタノール土壌還元消毒法と広食
性土着天敵オオメカメムシを用いた施設園芸害虫
の防除に関する研究成果が紹介されました。また、
同時に行われたポスター展示では、両機関の、最
近の研究成果が発表されました。今回紹介した技
術は、いずれも環境への負荷の小さい農業をめざ
して開発されたものであり、生物多様性の保護や
地球温暖化の抑止などの観点から、今後の開発・
普及に期待が寄せられました。
　当日は、あいにくの天気にもかかわらず、千葉
県内外から135人もの参加者がありました。
 （連携推進室長　鳥谷　均）

NIAESトピックス
報　告

第2回 農業環境インベントリー研究会
─昆虫インベントリーの整備と有効利用のためのシステム─

NIAESトピックス
報　告

農業環境技術公開セミナー in千葉
環境への負荷の小さい農業をめざして

講演の様子（上）と
会場前での昆虫標本の展示（左）

10



農環研ニュース　No. 94  2012.3

　11月30日（水）から12月2日（金）まで
の3日間にわたり、幕張メッセ（千葉市美
浜区）において、「アグリビジネス創出フェ
ア2011」が開催されました。このフェアは、
農林水産・食品産業分野の最新の技術シー
ズや研究成果の実用化を支援するために、
研究者・技術者間の新たな交流や連携を進
め、来場者の研究ニーズとのマッチング創
出を図る、農林水産省が開催する技術交流
展示会です。本年度のフェアには、全国の
大学、企業、都道府県の試験研究機関、独
立行政法人等179機関が出展し、3日間の
合計で、昨年並みの26,384人の参加者があ
りました。本年度の特色として、東日本大震災か
らの復旧・復興に向けた、農林水産・食品産業分
野の技術に関する展示が目を引きました。
　（独）農業環境技術研究所はこのフェアの後援団
体の一つとして、生分解性プラスチック分解酵素
に関する研究成果など、農業現場への普及と産業
界への円滑移転に力を入れている最近の研究成果
を出展しました。所内の研究者だけでなく所外の
共同研究者の協力も得て、実演・説明を行い、当
所ブースへの訪問者数は昨年と比較して約20％増

加しました。
　［ブース展示］
　○ 農産物中のカドミウム、残留性農薬濃度低減
技術

　○ 生分解性プラスチック分解酵素の大量生産技
術

　○温室効果ガス採取装置
　○簡易微粉砕器
　○水質浄化用タブレット型吸着剤
 （連携推進室長　鳥谷　均）

　近年、リモートセンシング（遠隔計測）、地理情
報システム（GIS）、全球測位システム（GPS）の
計測・情報技術が高度化し、農業分野での利用も
進みつつあります。
　（独）農業環境技術研究所は、農業・環境分野の
空間情報技術に関する国内唯一の研究拠点として、
リモートセンシングを中心に多くの研究実績と利
用上のノウハウを有しています。このほど、その
研究成果や関連情報を広く役立ててもらうため、
「農業と環境の空間情報技術利用ガイド」（B5判
141ページ、カラー図版、CD付き、非売品）を刊
行しました。本書は、第Ⅰ部で「リモートセンシン
グ」、第Ⅱ部で「GIS」、第Ⅲ部で「GPS」をそれぞれ
解説し、第Ⅳ部「資料集」には生態系計測研究グルー
プの最近5年間の成果と論文リスト、関連Webサ
イトなどの情報を幅広く収録しています。

　おもな読者として、農業生産や環境問題、生態
系保全にかかわる研究者・学生や実務者、関連分
野の教育・普及活動等にかかわる方を想定し、専
門性と情報量を維持しながら、平易に解説してい
ます。詳細は下記Webサイトで参照できます。
http://www.niaes.affrc.go.jp/techdoc/press/
111115/press111115.html
　入手を希望される方は、メー
ル（rsgis@niaes.affrc.go.
jp）かFAX（029-838-8299）
で、氏名、所属、送付先と
ともに問い合わせてくださ
い。
 （生態系計測研究領域
 井上 吉雄）

ー
o.
9）
と

NIAESトピックス
報　告

アグリビジネス創出フェア2011

NIAESトピックス
報　告

「農業と環境の空間情報技術利用ガイド」を刊行
─リモートセンシング、GIS、GPSの利用法を解説─
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筑波農林研 究団地では、科学技術週間にともない一斉に一般公開を行います。農業環境技術研究
所は、「未来につなげよう　安全な農業と環境」をテーマに4月20日（金）・21日（土）
の2日間、公開いたします。子どもからおとなまで、見て・さわって・聞いて・話して、
農環研の研究をお楽しみください。

50年後の環境でお米を作る

きみの近くにもやってきた!? 水辺の黒い侵略者

追跡！イネの中のカドミウム

農業と環境を考える ─最新研究成果パネルの展示─

水中の生き物と農薬

空から見た農業環境の変化

微生物をミタ？

＊アンケートにご協力くださった方にパンジーの苗をプレゼントします。

畑からの温室効果ガスを測る 来て、見て、体験！新展示

20日（金） 農地から出る温室効果ガスを削減する 10：30～/13：30～
 農業がはぐくむ里地・里山の草花 11：00～/14：00～

21日（土） インベントリー展示館を101倍楽しむために 10：30～/13：30～
 農地の放射能汚染 11：00～/14：00～

◇お問い合わせ先◇
○（独）農業環境技術研究所 広報情報室 広報グループ
　電話：029-838-8191
　詳細案内：http://www.niaes.aff rc.go.jp

○農林研究団地一般公開について
　農林水産省 農林水産技術会議事務局 筑波事務所
　電話：029-838-7208
　詳細案内： http://sto.aff rc.go.jp/

※農業環境技術研究所にはJR牛久駅、TXみどりの駅から路線バスが、TXつくば駅からはつくバスが運行されています。

NIAESトピックス
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